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「フレイル改善短期集中プログラム」の目的

フレイル状態にある人への
早期ハイリスクアプローチでの
要介護状態への移行防止と
QOL（生活の質）の向上

介護予防は、高齢者が要介護状態等となることの予防や要介護状態等の軽減・悪化の防止を目的
として行うものである。

特に生活機能の低下したフレイル状態にある高齢者に対しては、リハビリテーションの理念を踏
まえて「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく働きかけることが重要であ
り、単に高齢者の運動機能や栄養状態といった心身機能の改善だけを目指すものではなく、日常生
活の活動を高め、家庭や社会への参加を促し、それによって一人一人の生きがいや自己実現のため
の取組を支援することが必要である。

これらをふまえ、フレイル状態にある人へのハイリスクアプローチを実践し、要介護状態への移
行を防止するとともに、QOL（生活の質）の向上を目指す。



新規認定者の介護度分布（令和元年４月～令和2年３月）
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新規申請者が要介護認定に至った主病名
（令和元年４月～令和２年３月）※KDBシステムより複数回答
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新規認定者のうち
要支援者のサービス利用状況（令和元年４月～令和2年３月）

要支援1 要支援2
利用なし(人） 408 163 

利用あり（人） 351 217 
合計(人） 759 380 

訪問型・通所型サービス、介護予防訪問型・介護予防通所型リハビリテーション利用者数

要支援1 要支援2
介護予防訪問型リハビリテーション(人） 1 2 
介護予防通所型リハビリテーション(人） 4 7 

訪問型サービス(人） 81 52 
通所型サービス(人） 155 86 



背景① 目標があいまいな介護保険サービスの利用
今までの生活様式や健康状態、介護認定手続きが必要となる経過は、各個人
により様々であり、リスクや生活上の問題点、介護度の違いがあるにもかか
わらず、介護保険サービスを開始する段階においては、同じ内容のサービス
を、期間や目標設定があいまいな状況で利用している傾向にある。
これでは、利用者の意欲向上、行動変容、フレイル状態の改善につながりに
くく、要介護状態が改善せず、介護保険サービスを継続的に利用することに
なる。

高齢者自身が、自らの健康保持や介護予防の意識を高め、期間・目標を設定
した介護保険サービスの利用と、状態が改善すれば介護保険サービスからの
卒業や、社会参加の動機付けまでを支援していくことが重要！



背景② 意欲・役割・生きがいの消失
私たちの生活は、ＡＤＬやＩＡＤＬ、社会との交流などさまざまな生活行
為の連続で成り立っている。このような当たり前の生活が、病気による体
調の不調や、加齢に伴う視力や聴力の低下などをきっかけに生活がうまく
できなくなり、その結果生活の意欲が低下し、閉じこもり状態に至ること
もある。また、親しい友人や配偶者との死別をきっかけとして、孤独感か
ら意欲が低下したり、一人暮らし高齢者が家族との同居をきっかけとし
て、家事などの家庭内の 役割を喪失し、「何もできない」と落ち込み、う
つ状態に至ることもある。

高齢者自身が「役割や生きがいを持って生活できる」と思うことができる
よう、地域の力を借りながら、新たな仲間づくりの場や楽しみとなるよう
な生きがい活動の場への参加に焦点をあて、生活の意欲を高める働きかけ
が重要！



背景③ 自立支援に向けた介護予防ケアマネジメント
の不足

介護予防は、機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではな
く、生活環境の調整や、地域の中に生きがい・ 役割を持って生活できるよ
うな居場所と出番づくりなど、高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチ
も含めた、バランスのとれたアプローチが重要である。
しかし、現在の介護予防ケアマネジメントでは、既存の介護保険サービス
につなぐことしかできない。

効果的なアプローチを実践するため、リハビリテーション専門職等を活か
した自立支援に資する取組を推進し、要介護状態になっても、生きがい・
役割を持って生活できる地域の実現を目指す支援を実践することが重要！



介護予防・日常生活支援総合事業における
プログラムの不足

①～③に加え、これまでの介護予防の手法は、心身機能を改善するこ
とを目的とした機能回復訓練に偏りがちであり、介護予防で得られた
活動的な状態をバランス良く維持するための活動や社会参加を促す取
組（多様な通いの場の創出など）が必ずしも十分ではないという課題
がある。

新しい生活支援・介護予防サービスが必要！



「フレイル改善短期集中プログラム」の「介護予防・日常生活支援総合事業」における位置づけ①

これら事業とも
連動すべき



「フレイル改善短期集中プログラム」の「介護予防・日常生活支援総合事業」における位置づけ②



「フレイル改善短期集中プログラム」の「介護予防・日常生活支援総合事業」における位置づけ③



「フレイル改善短期集中プログラム」と「生活支援体制整備事業」の関係性プログラム終了後が
重要！！

介護保険から卒業し、
自らも支援者となり

社会参加
してほしい！！



Ⓐさん

Ⓑさん

「フレイル改善短期集中プログラム」と「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」の関係性

フレイル改善短期
集中プログラムの

導入

特に歯科医師会
との連携

生活支援体制整備
事業との連動

「介護予防把握事業」
「退院支援」
「総合相談」との連動

「いき百」を活用した
・転倒予防
・栄養改善
・オーラルフレイル予防

の指導



「フレイル改善短期集中プログラム」と「地域リハビリテーション事業」の関係性

フレイル改善
短期集中プロ
グラムによる

訪問

プログラム終了
後、きんたくん
健幸体操＜転倒
予防・いきいき
百歳体操編＞へ
の参加

フレイル改善
短期集中プロ
グラムによる
通所

自立支援型地
域ケア舞木
自立支援型地域
ケア会議



フレイル改善短期集中プログラムでは・・・

• フレイル状態にある者に対し、短期間集中したサービスの利用によ
る生活機能改善を促進することで、要介護状態になることを予防す
る
（健康寿命：平均自立期間（要介護１までの期間）の延伸）

• 自立支援・重度化防止に資するケアマネジメントとして、多職種の
視点を活用する

• 自立支援型ケアマネジメントの考え方を、専門職だけでなく地域住
民も含め理解してもらえる仕組みを構築する



【対象者】
要介護認定新規申請者のうち、
要支援1・2、本プログラム用基本チェックリストで事業対象者項目に
該当する方

＜対象者例＞・運動機能の低下があり下肢筋力の向上が望ましい方
・なんらかの生活機能の低下（特に栄養・口腔・社会参加

の改善が必要な状態）が見られる方 など
＜対象外＞ 末期がん、認知症Ⅱa以上、難病、うつ病・精神疾患

その他、急性疾患のため利用が困難と思われるケースに
ついては、主治医に利用の可否について要確認



【評価】
個人評価

・体力測定結果などによる変化
・基本チェックリストなどによる本人の主観の変化

事業評価
・プログラム参加者全体の、定期的な状況確認・介護度推移など

から平均自立期間延伸の有無を確認



委員の皆さまからご意見をいただきたい事項

１．本プログラム創設に対するお考えについて

２．本プログラム案に対するご意見・課題について


